
家賃低廉化補助制度について 参考資料 

1．民間住宅への家賃低廉化補助の目的 

２．民間住宅への家賃低廉化補助の基本的な考え方 

３．家賃低廉化補助の制度イメージ 

４．家賃低廉化補助の対象住宅について 
○ 家賃低廉化補助の対象住宅について，「セーフティネット住宅以外の一般民間賃貸住宅」と「セーフテ
ィネット住宅」の場合において比較する。

項目 一般の民間賃貸住宅への補助 セーフティネット住宅への補助

家賃低廉化補助 
対象住宅の基準 

補助対象とする住宅の基準は，今後の制度設計の中で検討するが，基本的
に下記の事項は必要最小限の要件となると考える。 
○ 住戸面積（住環境の確保）
○ 耐震性（安全性の確保）
○ 消防法及び建築基準法への適合（安全性の確保）

○ 家賃限度額 など

家賃低廉化補助 
対象住宅の公募 必要（公平性の担保） 

家賃低廉化補助 
対象住宅の申請手続き 

① 必要書類を揃え市に申請書を提出
   ↓ 

② 市が審査し決定する

① ＨＰのシステムで登録
② 必要書類を揃え市に申請書を提出

 ↓ 
③ 市が審査し決定する

家賃低廉化補助 
対象入居者 

補助の対象入居者も，今後の制度設計の中で，所得や居住水準等の要件を
検討するが，基本的に住宅確保要配慮者を受け入れるものとなる。 
受け入れる住宅確保要配慮者の属性（高齢者，障がい者など）は，賃貸人

が選択できる。 

家賃低廉化補助住宅 
入居者の公募 必要（公平性の担保） 

家賃低廉化補助額 家賃と入居負担額との差額 

補助対象者 賃貸人（オーナー） 

財源 
福岡市 全額市費 国 1/2 + 福岡市 1/2 

※ 国の制度を活用するため，国の
補助金が利用できる

広報・周知 
○ 市による広報・周知 ○ 市による広報に合わせて，国の

システムに登録されるため，物件
が広く広報される。

家賃低廉化補助の対象住宅において「セーフティネット住宅」の場合は，登録手続きが発生するが，
ＨＰ上の登録となり大きな負担ではないと考える。一方で，国の制度を利用するため，国の補助金が  
活用でき同じ市費負担でより多くの支援が可能となることや，国のシステムを広報等に活用できること
から，「セーフティネット住宅」を家賃低廉化補助の対象住宅とするものである。 

○ 住環境や安全性の確保を図る観点から，一定の水準を満たす住宅を補助の対象とする。
○ 入居者の家賃負担を軽減するため，入居者の収入等を踏まえて定める入居者負担額と家賃と
の差額を，建物所有者（民間賃貸住宅の賃貸人）へ補助する。

○ 公平性を担保するため，入居者の公募を行う。

要支援世帯を減らす（抑制する）ため，住替えを誘導する

凡例 

：福岡市の作業 

：民間賃貸住宅の賃貸人の作業 

家賃低廉化補助住宅への入居者の公募 

家賃低廉化補助住宅への入居者の決定 

家賃低廉化補助額の決定・実施 

○住戸面積
○耐震性
○消防法及び建築基準法への適合
○家賃限度額など（制度設計の中で検討）

家賃低廉化補助を実施する際に，設定されること
が想定される「一定の水準を満たす住宅の基準」 

 家賃低廉化補助対象住宅への申請 

家賃低廉化補助対象住宅の決定 

 一定の水準 を満たす住宅 
（家賃低廉化補助対象住宅）の公募 

民間賃貸住宅の賃貸人（オーナー）

※１ 家賃：市が定める家賃限度額以下

※２ 入居者負担額：入居世帯の政令月収に応じて定め
る家賃負担額 

福岡市 
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※セーフティネット
住宅の登録基準
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参考：セーフティネット住宅について 

（１）セーフティネット住宅とは
低額所得者，高齢者などの住宅確保要配慮者の入居を拒まず，セーフティネット法に

基づき，一定の基準を満たした住宅として登録されたもの。 
民間賃貸住宅の賃貸人は，都道府県・政令市・中核市にその賃貸住宅を登録する。 

（２）セーフティネット住宅の登録基準
⇒ ①住宅確保要配慮者の入居を拒まないこと（住宅毎に受入れる要配慮者の属性の選択が可能） 

②供給促進計画で定める規模（面積）の基準を満たすもの［間取り図で確認］
一般住宅 台所等一部供用 共同住宅型 

規模の基準 25㎡（18㎡）以上 18㎡（13㎡）以上 
1人専用居室：9㎡（7㎡）以上 

住宅全体面積：15Ｎ（13Ｎ）+10㎡以上 
※（ ）内の数値は 2005年度以前に着工した物件で高齢者又は障がい者の入居を拒まない住宅として登録する物件の緩和基準 

③構造の基準（消防法若しくは建築基準法などに違反しない，耐震性を有する）を満たすもの。
消防法及び建築基準法への適合：是正命令を受けていないこと［必要に応じて所管部局に照会］
耐震性：新耐震基準等（Ｓ56.6.1～）に適合していること［竣工日又は着工日で確認］ 

④設備の基準を満たすもの［間取り図で確認］

（３）セーフティネット住宅の登録手続き
⇒ 民間賃貸住宅の賃貸人がＨＰ上のシステムへ登録（紙での申請書の提出等は不要）

手続きフロー図（全てＨＰ上のシステムで入力を行う） 

データ入力 
添付図書の
用意 

申請書の 
提出 

地方公共団
体の審査 

登録 

申請書及び添付図書は，紙での提出は不要。 
電子データによりシステム上から提出する。

≪添付図書≫ 
○面積と設備の概要が記載された間取り図
○暴力団員でないこと等の誓約書≪入力項目≫ 

○住宅の名称・所在地 ○構造 ○着工日又は竣工日
○住宅確保要配慮者の範囲 ○家賃・共益費・敷金
○床面積 などの基本的な事項

民間賃貸住宅の賃貸人の事務
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